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◆日本人の平均余命～平成16年～　　7月22日（厚生労働省） 

　・男の平均寿命は７８．６４年、女の平均寿命は８５．５９年と前年と比較して男は０．２８、女は０．２６上回った。 

◆求人広告掲載件数集計結果～６月～　　7月25日（全国求人情報協会）  

　・求人広告掲載件数は、メディア全体（協会会員社が発行している求人メディア）で５４万２，５９８件と前年同月比２０％の

上昇。 

◆平成17年度地域別最低賃金額改定の目安について　　7月26日（厚生労働省） 

　・平成１７年度地域別最低賃金について、４年ぶりに有額の改定目安が示された。平成１７年度の引き上げ率は０．４％とな

っている。 

◆住民基本台帳に基づく人口・人口動態及び世帯数　　7月27日（総務省）  

　・住民基本台帳に基づく人口で、全国の男の人口が６，２０８万人で前年よりも１万人減少。調査以来はじめての減少。 

◆雇用動向調査～平成16年～　　7月28日（厚生労働省） 

　・延べ労働移動者は１，３５９万人（入職者６７３万人、離職者６８５万人）となり、入職率は１５．７％、離職率は１６．０％となった。 

◆女性雇用管理基本調査～平成16年～　　8月8日（厚生労働省） 

　・育児休業取得率を男女別にみると、女性７０．６％（平成１４年６４．０％）、男性は０．５６％（同０．３３％）。 

◆コース別雇用管理制度の実施・指導等状況～平成16年～　　8月8日（厚生労働省） 

　・総合職に占める女性の割合は５．１％。 

最 近 の 統 計 調 査 より  

7月10日～8月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 

　注目の統計・指標 

人口減少社会における人事戦略と職業意識に関する調査　　7月19日（労働政策研究・研修機構） 

～精神的にストレスを感じる原因は「会社の将来性に不安を感じる」～ 
　「精神的にストレスを感じる」とした人がストレスを感じる原因として多いものは「会社の将来性に不安を感じる」
が29.3%、「仕事の責任が重い」が29.1％、「仕事量が多い」が27.8％などとなっている。一方、「同僚との競争が
激しい」は1.4％と低くなっている。 
　また、週平均労働時間（残業も含む）が長いほどストレスを感じる割合が高くなる傾向があり、労働時間が50時
間以上では、「精神的にストレスを感じる」がおよそ７～８割を占めている。 
 

情報解析部 
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1)短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「労働経済指標」 
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者数1） 
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資料出所 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「毎月勤労統計調査」 
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現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2か月前からの3か月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：四半期値については雇用者数である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構にて算出 
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業務統計 今月のキーワード解説 

（情報解析課長　秋山恵一） 

　今回は、業務統計についてふれてみたいと思います。 
 
　業務統計とは、特定の行政目的を達成するために集められた報告や記録などの情報から作成される統計
のことです。 
　例えば、雇用関係の業務統計には、以下のようなものがあります。 
○厚生労働省「職業安定業務統計」（一般職業紹介状況） 
　公共職業安定所における求人（新規求人数、有効求人数）、求職（新規求職申込件数、 
有効求職者数など）、就職（就職件数）の状況を取りまとめたもので、求人倍率等の指標が毎月提供され
ています。 
○厚生労働省「雇用保険事業年報」　 
　雇用保険に関係する指標として、適用事業所数や被保険者数といった適用関係の数値や雇用保険の給付
状況についての統計が提供されています。 
○厚生労働省「労働者派遣事業報告集計結果」 
　労働者派遣事業を行っている事業主から報告されたものを集計したもので、派遣労働者数や派遣先の件数、
年間売上高、派遣料金などが年１回提供されています。 
○法務省入国管理局「外国人登録者数」 
　法務省入国管理局において、外国人登録者について統計が提供されており、国籍などとともに、就労目
的といった在留資格別内訳がわかります。外国人登録数とは、市区町村に在留登録を申請した外国人数の
ことで、入国後90日以内に出国する外国人等は除いています。 
 
　なお、業務統計は、施策内容の変更など制度が変わることによって数値が動くことがあるなど、統計調
査とは異なった面がありますので、使う場合には、制度変更の有無を確かめるなどの注意が必要です。 
　例えば、職業安定業務統計において、最近、
55歳以上の就職件数が増加しておりますが、
その理由として、年齢不問求人の増加が原
因ではないかといわれています。年齢にか
かわりない労働者の募集・採用を進めると
いう安定行政の施策が統計に影響したとい
うわけです（図）。 
 
　さて、労働政策研究・研修機構において「業
務統計を活用した新規指標」というものを
作成し、ＨＰ（http://www.jil.go.jp/ koku-
nai/statistics/gyomu/index.html）において
提供しておりますので、ご活用いただけれ
ばと思います。 


